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１．沿　　　革

　元号　　西暦　

明治　２  1869　蝦夷地の名称を北海道と定め、その開発のため開拓使を置く                         

　　　３  1870　開拓使、七重開墾場を設置                                                     

      ４  1871　開拓使、札幌官園を設置                                                       

　　　５  1872　開拓使、新冠に牧場を設置                                                     

      ９  1876　開拓使、真駒内牧牛場を設置                                                   

　　　    　　　札幌農学校創立                                                               

　　　15  1882　開拓使が廃止され、官園・牧場は農商務省所管となる                             

      19  1886　北海道庁が設置され、試験場・牧場は道庁の所管となる                           

          　　　旭川に農作試験所（明治22年上川農事試作場に改組）を設置                      

　　　26  1893　上白石・真駒内・亀田に稲作試験場を、幌向・対雁に泥炭地試験場を設置             

      28  1895　十勝農事試作場を設置                                                         

　　　34  1901　北海道農事試験場を札幌農学校附属第２農場の一部に設置（北海道農業試験研究元年）

          　　　上川農事試作場を北海道庁地方農事試験場とする                                 

　　　35  1902　北海道農事試験場本場庁舎落成                                                  

　　　36  1903　火山灰地農事試験場（勇払郡安平村早来）を設置                                  

　　　39  1906　農商務省、月寒種牛牧場を設置（この跡地に現在の北海道農業研究センターが所在）

      41  1908　月寒種牛牧場を月寒種畜牧場と改称                                              

　　　43  1910　第１次北海道拓殖計画の実施に伴い、農事試験機関が改編される                     

          　　　北海道農事試験場を本場とし、地方費試験場を国費に移して各支場とした      

　　　　  　　　火山灰地農事試験場を北海道農事試験場早来火山灰試験地と改称                    

          　　　対雁・幌向泥炭地試験地を廃止、琴似泥炭地試験地を設置

大正　元  1912　北海道農事試験場琴似園芸試験地設置                                            

　　　８  1919　美唄泥炭地試験地を設置                                                        

　　　11  1922　北海道農事試験場に糖業部を設置                                                

　　　14  1925　北海道農事試験場本場（琴似）新庁舎竣工                                        

昭和　２  1927　北海道農事試験場根室支場を設置                                                

　　　４  1929　北海道農事試験場、９部１課制に改組（種芸・農機具、園芸、土性、土壌肥料・加工、甜

　　　　　　　　菜、蚕業、病理、昆虫、経営・教習の９部と庶務課） 

      11  1936　真駒内に北海道農事試験場畜産部新設                                            

      16  1941　北海道農事試験場、教習部、普及部を増設              

      17  1942　北海道農事試験場・北海道庁種畜場・北海道庁種羊場を併合し、北海道農事試験場を設置

    　　　　　　紋別重粘地試験地を設置

　　　18　1943　北海道農事試験場を一部改組する

　　　　　　　　てん莱試験地（河西郡大正村）を設置する

　　　22　1947　北海道農業試験場、登別家畜衝生研究所を設置

　　　　　　　　農林省、札幌農事改良実験所を設置

　　　23　1948　喜茂別傾斜地試験地を設置
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　元号　　西暦　

昭和　24　1949　北海道農業試験場、月寒及び遠軽試験地を設置（月寒及び遠軽種畜場廃止）

　　　　　　　　北海道農業試験場登別家畜衛生研究所を家畜衛生試験場北海道支場に移管

　　　25　1950　農業試験研究機関整備総合計画により北海道農業試験場を国立の北海道農業試験場と北海

　　　　　　　　道立農業試験場に改組

　　　　　　　　国立の北海道農業試験場は本場（琴似）・月寒・遠軽・美唄・紋別・島松・喜茂別各試験

　　　　　　　　地及び札幌農事改良実験所を併合し、６部１課（作物部・病理昆虫部・農芸化学部・農業

　　　　　　　　作物部・農業経営部・畜産部・庶務課）で構成

　　　26　1951　北海道農業試験場創立50年式典挙行

　　　32　1957　技術連絡室を設置

　　　34　1959　畑作部（河西郡芽室町）を設置

　　　37　1962　北海道農業試験場の羊ケ丘移転建設工事始まる

　　　　　　　　総務部を設置

　　　39　1964　草地開発部を設置

　　　　　　　　土壌保全研究室（喜茂別町）廃止

　　　41　1966　北海道農業試験場、羊ヶ丘に移転完了

　　　42　1967　作物部を作物第一部と作物第二部に分ける

　　　43　1968　技術連絡室を企画連絡室に改称する

　　　44　1969　重粘地研究室（紋別市）を設置、畜産部に業務１科～３科を設置

　　　45　1970　草地開発部を草地開発第一部と草地開発第二部に分ける

　　　48　1973　日本てん菜振興会解散に伴い、てん莱研究所の職員・施設を受け入れ、てん菜部を設置

　　　57　1982　北海道農業試験場創立80年記念式典挙行

　　　63　1988　組織体制再編整備により作物開発部・地域基盤研究部・畑作物生産部・畑作管理部・生産

　　　　　　　　環境部・草地部・飼料資源部及び農村計画部を設置、研究部の改組に伴って研究室等が再

　　　　　　　　編整備され新たに総合研究チームを設置

平成　３　1991　組織体制を一部改める

　　　５　1993　北海道農業試験場の組織体制再編整備により企画連絡室のほか、総務部・地域基盤研究部・

　　　　　　　　農村計画部・作物開発部・畜産部・草地部・生産環境部・畑作研究センター及び北方農業

　　　　　　　　研究官に改組、研究部の改組に伴って研究室を再編整備する

      ８  1996　総合研究部を設置及び農村計画部の改組に伴って研究室等も再編整備

      ９　1997　畑作研究センター羊ケ丘、島松、遠軽駐在研究室等の芽室への移転完了

　　　　　　　　島松及び遠軽研究施設閉庁

      13  2001  独立行政法人農業技術研究機構北海道農業研究センターへ改組、改組に伴って畜産部と草

　　　　　　　　地部を統合して畜産草地部に、企画連絡室は企画調整部に再編整備

　　　14　2002　北海道農業試験研究機関創立100周年記念式典

      15　2003　独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構北海道農業研究センターに改組

                農業低温科学研究会10周年記念行事

　　　16　2004　研究室の一部を再編整備

　　　　　　　　農業低温科学研究会を解散し、ＮＰＯ法人グリーンテクノバンクを設立

　　　18　2006　独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研究センターに改組

　　　　　　　　研究部・研究室制を廃止し、研究チーム制に移行

　　　　　　　　羊ヶ丘開基100年記念行事
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平成　20　2009  芽室拠点開基50年記念行事

　　　22　2010  ばれいしょ先端遺伝特別研究室（寄附特別研究室）発足

　　　23　2011  研究チーム制を廃し、研究領域制に移行

　　　25　2013  ばれいしょ先端遺伝特別研究室（寄附特別研究室）、紋別試験地を廃止

26  2014  芽室研究拠点の畑作研究領域を廃止し、畑作基盤研究領域と大規模畑作研究領域の
　　　    ２研究領域を設置
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１）研究推進の背景

　近年、農産物をめぐる自由貿易体制の強化と国際

競争の激化、食料自給率の低迷、日本社会の少子高

齢化の進展、農村地域における農業の担い手の減少・

高齢化と地域社会の機能低下等、農業を取り巻く

様々な問題が深刻化し、農産物の安定供給の確保や

農村社会の維持等が大きな課題となっている。また、

食の安全や健康な食生活に対する国民の関心や、美

しい国土、豊かな環境に対する国民の期待が高まっ

ている。

　北海道は温帯気候と亜寒帯気候の境に位置し、そ

の耕地は火山性土、泥炭土、重粘土等の特殊土壌地

帯に広く分布しており、寒冷で積雪期間が長いなど

我が国で最も厳しい自然環境条件下にある。加えて、

関東や関西等の大消費地から遠く、農産物市場への

対応の面で不利な条件にある。しかしながら、明治

初期の開拓以来、農業者・試験研究機関・普及組織

が一体となって努力を重ねた結果、これらの障害は

逐次克服されてきた。一方、北海道の夏期は気温も

高く、日長が長いなど作物の生育に好適であり、さ

らに、昼夜温の較差が大きく高品質作物の生産に適

するなど、有利な条件を有している。

　このような条件にあって、北海道は、広大な土地

資源を背景に、全販売農家の72％（平成25年）が主

業農家として生産性の高い大規模土地利用型農業を

展開し、日本の主要食料供給地域として大きな役割

を果たしている。耕地面積は115.1万ha（平成25年）

で、全国の４分の１を占め、農家一戸当たりの耕地

面積は、昭和46年の5.9haから平成25年には23.2ha

に拡大した。こうした規模拡大を可能にした機械化

の進展も目覚ましく、省力化・効率化のため機械の

大型化・高性能化が著しい。このように、北海道で

は都府県に類例を見ない大規模機械化農業が広範に

展開している。

　北海道の農業生産では、畑作、酪農を主体とする

作目構成の特徴から、コムギ、アズキ、インゲン、

テンサイ、バレイショ、タマネギ、カボチャ、乳用牛、

生乳等、作目別生産額で圧倒的な占有率を持つもの

が多数ある。また、水稲や野菜などの生産額も大き

く、重要な位置を占めている。しかしながら、農産

物の輸入自由化や農業従事者の高齢化等、昨今の内

外情勢は北海道農業にとって厳しいものがあり、そ

の結果、農業や農村社会に多くの問題が生じている。

　第一は、国際競争力の弱さであり、ＴＰＰへの参

画が取り沙汰されるなか、ＷＴＯ農業交渉の進展と

も関連し、作目全般にかかわる生産コストの大幅な

引き下げが緊急の課題である。畑作や畜産では、十

勝地方の一戸当たり耕地面積が30ha以上に達するこ

とや、根釧地方の乳牛飼養頭数が90頭を超えること

など、すでにＥＵ諸国と遜色のない規模の営農事例

が少なくない。しかし、それらの経営の主産物はコ

ムギ、バレイショ、マメ類、乳製品等、輸入農産物

と競合する作目が多く、低コスト化が避けられない

課題になっている。また、米、コムギ、バレイショ

のように消費者ニーズの多様化に対応した高品質

化・多様化、食味、加工適性等の改善が急務な作物

もみられる。このため、需要拡大のための品種育成、

用途に応じた品質の改善と新たな利用技術の開発、

加工流通適性の高い品種の育成や栽培技術の改善が

重要である。

　第二は、冷害をはじめとする気象災害である。明

治から昭和50年代までの期間の水稲の作況指数の変

動係数は、東北地方以南では10～14％であるのに対

し、北海道は28％と高く、年による豊凶の差が極め

て激しいことを示している。耐冷性品種や成苗移植

等の新技術の普及によって、近年はこの変動係数が

13％程度に低下し、著しく安定度を高めているが、

なお、昭和51年、55年、56年、58年、平成４年、５年、

15年と冷害が頻発しており、水稲だけでなく畑作物

も大きな被害を受けている。世界的に気象変動の激

化が予想されるなかで、北海道にあっては今後とも

寒害や冷害等の気象災害は避けることができない重

大な問題である。したがって、耐冷性・耐寒性品種

の育成、耕地の基盤整備、透排水条件の改善、地力

の増強、病害虫の防除等多くの問題が提起され、試

験研究の強化が求められている。

　第三は、生産過剰による生産調整の問題である。

米については、従来の減反政策から平成12年に需要

に応じた米生産を推進する「水田農業経営確立対策」

２．研究推進方向の背景とねらい
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に転換し、平成16年には「水田農業構造改革対策」

に再編されたが、引き続き50％を超える生産調整が

実施され、作付面積は昭和44年の26.6万haから平成

25年には11.2万haに減少している。この下で、一層

の良食味米生産とともに、経営の複合化が喫緊の課

題となっている。特に、高齢化の進展と担い手不足

による規模拡大が不可避となっている下で、直播栽

培による水稲の低コスト・省力生産技術や野菜作を

適切に位置づけた複合経営の確立と、そのための技

術開発が重要となっている。

　生乳については、生産調整と乳価の低迷の影響で、

一時、酪農家所得が減少したが、昭和57年以降は需

要の堅調な伸びを背景に収益性は回復に転じた。し

かし、輸入濃厚飼料への依存度の増大により、近年

の輸入飼料価格の大幅な高騰・変動を受け、所得の

不安定化や糞尿処理が問題となっている。また、牧

草収量及び草地更新の停滞などの問題が顕在化して

きている。このため飼料自給率の向上を目指した自

給飼料基盤の拡大、畜産物の省力・低コスト生産に

より畜産経営の体質強化を図るとともに、家畜排泄

物の高度処理・利用技術の開発など環境調和型畜産

の健全な発展を促すことが緊急の課題となってい

る。また、安全で多様な高品質畜産物の供給も重要

な課題である。

　第四は、畑作物の収量と価格が不安定なため、相

対的に収益性の高い特定の作物に作付けが集中する

傾向にあることである。従来はムギ類、マメ類、テ

ンサイ、バレイショの４作物による輪作が一般的で

あったが、近年、マメ類、特にダイズの作付が減少

し、重量作物であるテンサイとバレイショの作付け

も減少し、ムギ類や根菜類等の野菜の作付が増加し

ている。この結果、連作や短期輪作が増加し、それ

に伴って連作障害や新しい病害虫の発生が拡がる等

の問題が生じている。このため、新しい輪作体系の

確立と省力・低コスト、低投入安定生産技術の開発

が求められている。

　第五は、北海道では総生産に占める第一次産業の

比重が高いことである。従来、北海道農業は土地利

用型農業を基幹としつつ、その中で収益性の高い作

物への傾斜を強めながら推移してきた。しかし、今

後、農業生産や農家経済の高位安定を図るためには、

生産物の高品質化・高付加価値化が重要であり、さ

らに、消費者の要望に見合った品質の確保と生産の

多様化が求められる。本来、農業は食品産業、農業

機械工業等関連産業への波及効果の大きい産業であ

り、地域経済や社会とのかかわりが密接であること

から、その発展を促し、地域の活性化にも大きく貢

献していく必要がある。

　第六は、国際情勢の急激な変化が農業生産に影響

を及ぼしている点である。アジア諸国では経済発展

とともに高品質農産物の需要が高まるとともに、食

の安全への関心も高くなりつつあり、食料の需給に

変化をもたらしている。気候温暖化に関する対応と

してはトウモロコシ、サトウキビ等のバイオエネル

ギー生産用作物の需要の増大とともに、種々の農業

生産物価格が上昇傾向にあることから、温室効果ガ

ス排出量の測定、低減に対応する基礎的研究に加え、

バイオエネルギーに関する新たな取り組みが急務で

ある。

２）研究推進の方向と研究推進の目標

　上述のような背景の下、第３次の「食料・農業・

農村基本計画」（平成22年３月30日閣議決定）では、

食料の安定供給の確保、農業の持続的発展、農村の

振興について網羅的に施策を整理するとともに、①

革新的な技術開発の推進、②研究開発から普及・産

業化までの一貫支援、に取り組むこととされている。

これらに関する施策として、担い手と新たな人材の

育成・確保、耕作放棄地の発生防止・解消のための

措置の強化、農業と食品産業との連携促進、現場ニー

ズに直結した新技術の開発・普及、自然循環機能の

維持増進、バイオマス利活用の推進、中山間地域の

振興などについて取り組むこととしている。

　これに対応して、農林水産省農林水産技術会議は

平成22年度に新たな「農林水産研究基本計画」を策

定した。そこでは、日本の農林水産業・農山漁村が

直面する状況や国際的課題の克服に向けて、産学官

の各部門が共通の基本的な方針の下に新たな知識体

系を構築し、革新的な研究開発を計画的かつ効率的

に進める必要があるとし、今後10年程度を見通した

研究開発の重点目標と平成27年度までの主要な研究

達成目標が示されている。

　これらを踏まえ、農業・食品産業技術総合研究機

構（農研機構）においては、食料の安定供給に資す

る研究、地球規模の課題に対応するための研究、新

需要の創出に資する研究及び地域資源を活用するた

めの研究を重点的に実施するものとしている。また、
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農業政策上の課題に対応した課題解決型の研究開発

を強力に推進するため、行政部局との緊密な連携の

下で、政策上の課題を適時適切に研究開発に反映さ

せるとともに、他の農業関係研究開発独立行政法人

との連携を強化することなどにより、優れた研究成

果の創出や管理業務の一層の効率化を図るものとし

ている。さらに、食料自給率の向上等食料・農業・

農村が直面する諸問題の解決と、国民が期待する社

会の実現に貢献すべく中期計画を策定し、着実に実

施するものとしている。

　農研機構の第３期中期計画（平成23～27年度）で

は、農業・食品産業技術に関する研究として、①食

料安定供給研究、②地球規模課題対応研究、③新需

要創出研究、④地域資源活用研究を行うこととして

いる。その際、研究推進は組織横断的なプログラム・

プロジェクト制による課題解決型の研究体制により

実施することとされ、北海道農業研究センターでは

以下に示す各大課題を分担して研究を推進すること

とした。なお、一つの大課題・中課題を複数の研究

所の研究者が各自の専門に応じて分担するため、北

海道農業研究センターが担当する研究内容や予算・

人員規模などには大課題により多寡がある。

（１）新世代水田輪作の基盤的技術と低コスト生産

システムの構築

　水田作の生産性向上と低コスト化に向けて、水田

輪作における基盤的な栽培技術を高度化する。この

ため、水稲の省力・安定生産技術、飼料稲の導入に

よる高能率な大規模水田営農システムを確立する。

（２）土地利用型耕種農業を支える先導的品種育成

と基盤的技術の開発

　主要穀類生産の一層の低コスト化と生産性向上の

ため、食味と加工適性に優れた水稲品種、新規需要

向けの水稲品種、病害虫や気象災害に強い高品質な

コムギ品種の育成、及びその加工利用技術の開発を

行う。また、先導的品種育成のための基盤技術開発、

その基礎となる先端的技術開発に取り組む。

　水稲では社会的に要請の高い米粉パンなど新規需

要用や外食産業等への業務用としての適性に加え、

耐冷性、耐病性、収量性、直播適性などを備えた品

種の育成と育種素材の開発を行うとともに、米粉等

の加工利用技術を開発する。さらに、気象変動に対

する品質と収量の安定化を図るため、耐冷性等の機

構を解明し、これらに関わる有用遺伝子を活用した

育種素材を開発する。

　コムギでは、国内生産を拡大するため、輸入銘柄

に匹敵する高品質な品種を育成する。また、成分特

性に優れた品種、グルテン特性等に特徴のある新規

用途向き品種と育種素材及びその利用技術を開発す

る。さらに、コムギの越冬性等を向上させるため、

分子生物学的手法等を利用してこれらに関わる機構

の解明を進めるとともに、関連遺伝子の発現制御技

術及びこれらの形質を改善するための育種素材を開

発する。

　ダイズでは、耐冷性候補遺伝子の分子機構を解明

する。

（３）業務需要に対応できる高度畑・野菜輪作農業

システムの確立と先導的品種の育成

　国内外との競争力強化と農業所得の増大のため、

良質畑作物・野菜を低コストで高品質・安定的に生

産する技術開発に取り組む。

　このため、野菜や畑作物の需要が業務・加工用に

向かう中、国産品の消費回復に向け、バレイショ栽

培体系の高度化を図るとともにタマネギを組み込

み、多様な用途・需要に対応できる高度に省力的な

畑作・野菜作農業システムを確立する。また、加工

歩留りや貯蔵性等に優れた野菜新品種を育成する。

（４）農業技術の経営的評価と経営管理システムの

確立

　低コスト・高生産性営農システムの確立や新技術・

新品種の普及加速化に向けて、新技術の経営的・経

済的評価を行うとともに、地域農業のビジネスモデ

ルや就農促進に向けた人材育成方策を策定し、経営

管理システムを確立する。

（５）自給飼料基盤の拡大・強化による飼料生産性

向上と効率的利用技術の開発

　水田における低コスト飼料生産の拡大を図るた

め、飼料用多収米品種の耐冷性、耐病性の改良を行

うとともに、高TDN収量の稲発酵粗飼料用多収稲品

種を育成する。

　大規模飼料畑、草地の高度利用を促進するため、

寒地・寒冷地向け高糖含量牧草や耐冷性に優れた飼

料用トウモロコシなど地域条件に対応した品種を育

成するとともに、革新的な飼料作物の開発に向け、

画期的育種素材作出や病害虫抵抗性等の有用形質改

変のためのＤＮＡマーカーの開発等を進める。

　飼料生産・利用においては、輸入穀類に代わる自

給濃厚飼料資源としてトウモロコシ雌穂（イアコー

ン）サイレージ等の生産・利用及びその収穫残さを
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資源とした循環利用技術を開発する。また、放牧等

を活用した自給飼料多給による一層の乳生産費低減

と地域条件を活かした特色ある高付加価値乳製品生

産を可能とする技術を開発する。

　飼料調製・給与においては、国産飼料利用率の向

上を図るため、粗飼料は100％自給とし、濃厚飼料

のでん粉源をすべて国産飼料とした乳牛向け発酵Ｔ

ＭＲメニューを開発する。

（６）家畜の代謝特性に基づく飼養管理及び家畜の

安定供給のための育種・繁殖技術の開発

　近年、発情微弱化などにより乳牛の受胎率低下が

問題となっている。そこで、発情微弱化要因を解明

し、発情発現の明瞭化方策を提示するとともに、抗

酸化機能性物質等を活用した繁殖性改善技術を開発

する。 

　家畜の飼養管理に関し、生産水準の高度化に伴い、

強い生理的負荷に起因する代謝性疾患等が起きやす

くなっている。そこで、精密な栄養管理などにより、

高い生産効率を確保しつつ、健全性を栄養生理面か

ら改善可能な自給飼料主体の乳牛飼養管理技術を開

発する。

　乳牛の泌乳ピーク期は、次の繁殖への準備期と重

なり生産病発症のリスクも高い。そこで、泌乳ピー

ク期の生理的な負担低減という新たな視点から、泌

乳曲線を平準化するための牛群改良手法を開発のう

え、泌乳期の栄養生理指標の策定及び泌乳曲線平準

化により抗病性や受胎率を向上させ、収益性を改善

可能な省力化牛群管理技術を開発する。

（７）日本型の高収益施設園芸生産システムの構築

　高付加価値花き作出のための基盤技術を開発する

とともに、寒地の条件に適した新しい色や形の球根

花き品種を育成する。

（８）果樹・茶 の持続的高品質安定生産技術の開発

　果樹経営における持続的高品質安定生産による高

収益を確保するために、消費者・生産者のニーズに

対応し、寒地の条件に適したセイヨウナシ、小果樹

品種を育成する。

（９）土壌生産力の総合的管理による持続的生産技

術の開発

　農業の自然循環機能を活用した有機資源の循環利

用や土壌蓄積養分の評価と利用を進め、化学肥料の

投入量を削減する。このため、養分の供給力が抑制

され易い寒地畑作地帯では、土着菌根菌利用による

リン酸減肥の現地農家及び圃場試験での実証を継続

するとともに、圃場別に予測した菌根菌の効果と栽

培作物の菌根菌感染率との対応関係を明らかにす

る。さらに、土着菌根菌利用によるバレイショ、春

コムギに対するリン酸減肥についても再現性を確認

する。微生物等の根圏生物機能の解明については、

根と土壌の接点である微小環境に及ぼす植物種の影

響を解析する。また、各種有機資材の施用や土壌蓄

積養分による養分供給能とそれに応じた根圏及び植

物体内における物質動態解析を行うとともに、養分

供給に資する根圏生物機能の評価指標の開発を進め

る。

（10）生物機能の農薬代替技術を組み込んだ環境保

全型病害虫・雑草防除技術の開発と体系化

　生物機能等を利用する持続的な作物保護技術の開

発に向け、圃場の病原体汚染程度や被害リスクの評

価法及び各防除手段の要否や効果を判定できるシス

テムを開発する。また、生物機能を利用した農薬代

替技術を開発するとともに、作物・媒介生物・病原

体の相互作用やその環境要因の系統的解析に基づい

た要素技術を合理的に組み合わせ、総合防除体系を

構築する。

　土着天敵の利用のために、農業に有用な生物多様

性指標の評価に基づいた環境保全型農業の評価・管

理技術を開発する。

（11）環境保全型農業および有機農業の生産システ

ムの確立

　国産有機農産物需要と有機農業新規参入の増大に

応えるため、有機畑圃場等における病害虫発生抑制

及び物質循環機構の解明と輪作モデル体系の構築を

行う。

（12）ＩＴやロボット技術等の革新的技術の導入によ

る高度生産・流通管理システムの開発

　規模拡大の進む北海道農業における省力・高品質

農産物生産を支援するための基盤技術となる、トラ

クタと作業機間の共通通信制御技術を開発する。ま

た、近年、低コスト化・高性能化が進むＵＡＶ（無

人航空機）やセンサ、デジタルカメラ等を用いた圃

場データ収集技術を開発する。これらの技術によっ

て得られる種々のセンサ情報（作業・生育等）と生

産履歴等の蓄積情報を統合利用し、栽培管理や作業

の効率化を支援する生産管理システムを開発する。

（13）家畜重要疾病、人獣共通感染症等の防除のた

めの技術の開発

　家畜飼育環境における有害要因のリスクを低減す
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るため、農場における微生物汚染の低減化を図る技

術開発に取り組む。

（14）食品の安全性向上及び消費者の信頼確保のた

めの技術の開発

　食品の製造過程で生成する有害化学物質の低減の

ため、ポテトチップ製造時のアクリルアミド生成低

下対策に取り組む。 

（15）地球温暖化に対応した環境調和型農業技術の

開発

　気候の変動特性解析と気象の中・長期予報に基づ

くリスク管理手法とを統合した栽培管理支援システ

ムを開発する。また、温暖化緩和技術として、農耕

地土壌からの温室効果ガス排出を削減する栽培技

術、農耕地の温室効果ガス吸収機能を向上させる栽

培技術を開発する。

　畜産分野では、放牧中の家畜排せつによる温室効

果ガス発生のインベントリを精査する。

（16）国産バイオ燃料・マテリアル生産技術の開発

とバイオマスの地域利用システムの構築

　バイオ燃料変換技術に対応した、ススキ類などの

セルロース系資源作物をはじめとするバイオマス資

源作物の選抜や改良を進める。また、これらの持続

的な低コスト多収栽培技術を開発する。さらに、バ

イオエタノール等への変換技術に関して原料特性を

評価し、原料および副産物から高付加価値物質の回

収技術を開発する。

　畜産由来バイオマスの処理・利用プロセスの最適

化を目指し、環境負荷の抑制技術及び栄養塩の回収

技術等を組み込むことで家畜排せつ物の資源化・浄

化処理を高度化する。

（17）農産物・食品の機能性解明及び機能性に関す

る信頼性の高い情報の整備・活用のための研究開

発

　これまでに開発した農産物・食品の健康機能性評

価技術等の研究成果に基づき、我が国の地域農産物・

食品について、健康機能性に寄与する成分の分析法

及び機能性評価法の標準化を進める。また、代謝調

節作用に係わる機能性成分の含量を高める農作物の

生産方法を開発するとともに、生活習慣病のリスク

低減に有効と考えられる食品開発に貢献する。さら

に、超高齢社会に向けた健康寿命延伸や免疫失調関

連疾病に有効と考えられる食品開発に取り組む。 

（18）ブランド化に向けた高品質な農産物・食品の

開発

　農産物の国産ブランド化や高度利用による６次産

業化を推進し、地域基幹作物の収益性を高めるため、

加工適性等を改善した高品質な品種の育成に取り組

む。 

　バレイショでは、国内産地リレーによる加工原料

の安定した周年供給を可能にするため、長期貯蔵技

術を開発するとともに、加工適性や貯蔵性が高く多

様な作型に対応できる品種を育成する。また、疫病

やジャガイモシストセンチュウなどの病虫害の高度

抵抗性品種や、でん粉特性や有色変異などを利用し

た新規形質系統を育成する。 

　地域特産性の高いソバでは、機械収穫適性の高い

多収で高品質なソバ品種を育成する。さらに、６次

産業化の推進に有用な雑穀など新規作物を導入・評

価する。
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３．中期計画に基づく試験研究課題および担当研究領域等一覧

研究課題

担当研究領域大課題
中課題

小課題

１　食料安定供給のための研究開発

（１）地域の条件･資源を活かした高生産性水田・畑輪作システムの確立　

　①新世代水田輪作の基盤技術と低コスト生産システムの構築

　　ａ．低コスト・高生産性水田輪作の基盤技術

　　　２　根粒機能を活用した大豆安定多収栽培法の開発

水田輪作大豆の根粒窒素固定活性に及ぼす要因解明等に基づく安定多収化技術の開発 生産環境

　　ｂ．地域の条件に対応した低コスト・高生産性水田輪作システムの確立と実証

　　　１　作業の高速化による高能率低投入水田輪作システムの確立

寒地大規模水田における高速な播種作業技術等を核とした省力輪作体系の開発と実証 水田作

　②土地利用型耕種農業を支える先導的品種育成と基盤的技術の開発

　　ａ．米粉等加工用・業務用水稲品種の育成及び米の未利用成分利用技術の開発

気象変動に対応し、低コスト栽培に適した業務用向け主食用水稲品種の育成 寒地作物

低コスト生産を可能とする米粉パン、米粉麺用等加工向け多収水稲品種の育成 寒地作物

米粉利用などに適した穀粒成分特性の解明と利用技術の開発 寒地作物

　　ｃ．次世代高生産性稲開発のための有用遺伝子導入・発現制御技術の高度化と育種素材の作出

耐冷性遺伝子群の同定と発現ネットワークの解明 寒地作物

耐冷性遺伝子の発現制御技術の開発と育種素材の作出 寒地作物

　　ｄ．気候区分に対応した用途別高品質・安定多収小麦品種の育成

栽培地域の気象生態に対応した高品質な用途別小麦品種の育成 畑作

小麦の品質向上技術の開発 畑作、寒地作物
　
　ｆ．気候区分に対応した安定多収・良品質大豆品種の育成と品質制御技術の開発

基幹品種のピンポイント改変等による優良品種の育成 寒地作物

　　ｇ．ゲノム情報を活用した麦・大豆の重要形質制御機構の解明と育種素材の開発

小麦の越冬性に係わる分子機構の解明と耐性遺伝子を利用した越冬性改良技術の開発 寒地作物

小麦の穂発芽耐性及び耐湿性の機構解明と難穂発芽性育種素材の開発 寒地作物

大豆の耐湿性及び耐冷性の分子機構の解明と育種素材の開発 寒地作物

　③業務需要に対応できる高度畑・野菜輪作農業システムの確立と先導的品種の育成

　　ａ．業務需要に対応できる高度畑・野菜作農業システムの確立

　　　１　業務用野菜・畑作物を核とした大規模畑輪作生産システムの確立

直播タマネギの苗立ちおよび生育安定化技術の開発 畑作

堆厩肥等の利用による直播タマネギ栽培の化学肥料節減技術の開発 畑作

バレイショの効率的全粒種いも生産技術の開発 畑作

ソイルコンディショニング栽培技術の高度化に資するバレイショの裁植様式の解明研究 畑作

高生産性を目指した物質生産能等に係る有用遺伝子の探索と評価 寒地作物

開花性などの利用による区分管理技術の開発 寒地作物
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バレイショソイルコンディショニング技術の高度化と直播栽培を核とした効率的輪作体

系の確立・実証

畑作、水田作

　　ｂ．露地野菜の高品質・安定供給に向けた品種・系統の育成

歩留まりの高い加工用タマネギ品種、端境期に向けた高貯蔵性カボチャの品種の育成 水田作、畑作

　④農業技術の経営的評価と経営管理システムの確立

　　ａ．新技術の経営的評価と技術開発の方向及び課題の提示

農業経営及び地域農業の動向解析に基づく技術開発方向の提示 水田作

経営部門別新技術及び技術体系の経営的評価と普及手法の提示 水田作

　　ｂ．地域農業を革新する６次産業化ビジネスモデルの構築

広域農場管理型水田作ビジネスモデルの策定 水田作

経営間連携型畑利用ビジネスモデルの策定 畑作、水田作

　　ｃ．新規参入経営支援のための経営管理技術の開発

就職就農方式における経営者育成支援方策の策定 水田作

非農家型継承方式の成立条件の解明 水田作

効率的な農場生産工程管理手法の開発 水田作

（２）自給飼料基盤の拡大・強化による飼料生産性向上と効率的利用技術の開発

　　ａ．低コスト栽培向きの飼料用米品種及び稲発酵粗飼料用品種の育成

低コスト生産に適し食用品種との識別性を有する多収飼料用米品種の育成 寒地作物

高い消化性を持ち地域の環境条件に対応した稲発酵粗飼料用品種の育成 寒地作物

　　ｂ．水田・飼料畑・草地の高度利用を促進する飼料作物品種の育成

寒地の大規模飼料畑・草地向けの飼料作物品種の育成 酪農

温暖地の水田・飼料畑・草地向けの飼料作物品種の育成 酪農

飼料作物の有用育種素材および選抜マーカー等の開発 酪農

飼料作物の病虫害抵抗性の検定法およびその利用技術の開発 酪農

　　ｃ．土地資源を高度に活用した飼料生産・供給と通年安定調製給与技術の開発

　　　５　大規模畑作地域における自給濃厚飼料生産利用技術の開発

自給濃厚飼料の効率的生産利用技術の開発 酪農、畑作、
生産環境

農畜産廃棄物の高度資源化・管理技術の開発 酪農

耕畜連携による自給濃厚飼料生産利用技術の体系・実証 酪農、水田作、
畑作

　　　６　飼料用米等国産飼料を活用した発酵ＴＭＲの安定調製給与技術と広域流通システムの確立

飼料用米等を活用した発酵ＴＭＲによる乳牛飼養技術の開発 酪農

　　ｄ．地域条件を活かした多様な自給飼料多給型家畜生産及び高付加価値畜産物生産技術の開発

　　　１　草地の高度活用による低コスト乳生産と高付加価値乳製品生産技術の開発

草地と乳牛間の養分需給最適化による飼料費低減技術の開発 酪農、水田作

放牧期間延長と牛群・草地モニタリング情報利用による軽労化技術の開発 酪農

草地酪農製品の評価法確立に基づく乳製品高付加価値化技術の開発 酪農

（３）家畜の代謝特性に基づく飼養管理及び家畜の安定供給のための育種・繁殖技術の開発

　　ｂ．受精・妊娠機構の解明と調節による雌牛の繁殖性向上技術の開発

研究課題

担当研究領域大課題
中課題

小課題
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　　ｄ．家畜の生産効率と健全性の安定的両立を可能にする飼養管理技術の開発

自給高エネルギー飼料の消化特性の解明に基づく高効率・低負荷な乳牛の精密栄養管理
技術の開発

酪農

　　ｆ．乳牛の泌乳曲線平準化を核とする省力的な群管理技術の開発

泌乳曲線平準化牛群への改良促進技術の開発 酪農

泌乳曲線平準化牛の生理・免疫特性解明及び乾乳期短縮技術の開発 酪農

泌乳曲線平準化牛の評価と省力的な牛群管理技術の開発 酪農、水田作

（４）園芸作物の高収益安定生産システムの開発

　①日本型の高収益施設園芸生産システムの構築

　　ｈ．分子生物学的手法による新形質花きの創出

カーネーション等花きの育種技術の開発 水田作

　②果樹･茶の持続的高品質安定生産技術の開発

　　ｅ．高商品性リンゴ等品種の育成と省力生産技術の開発

商品性が高い小果樹等寒冷地果樹系統の開発 水田作

（５）地域特性に応じた環境保全型農業生産システムの確立

　①土壌生産力の総合的管理による持続的生産技術の開発

　　ａ．資源循環を進め化学肥料施用量の削減を促進する技術の開発

　　　２　寒地畑輪作における根圏の生物機能を活用したリン酸等養分の有効利用技術の開発

植物および微生物の機能解析を通じた土壌中の物質代謝評価技術の開発 生産環境

前作効果等を組み込んだ寒地農業に適した耕種体系の開発 生産環境

　　ｃ．土壌生物機能を核とした土壌生産力評価法の開発

微生物の機能を利用した土壌消毒処理法等の改良と現地検証 生産環境

　　ｄ．メタボローム解析やエンドファイト利用による作物の養分循環機能活用生産技術の開発

作物のメタボローム解析を用いた栄養・ストレス診断および品質評価技術の開発 生産環境

　②生物機能等の農薬代替技術を組み込んだ環境保全型病害虫・雑草防除技術の開発と体系化

　　ａ．生物機能等を活用した病害防除技術の開発とその体系化

媒介効率を低下させる土壌生息菌媒介性病害の管理技術の開発 生産環境

ジャガイモシストセンチュウ類の実用的防除技術の開発 生産環境、畑作

　　ｂ．土着天敵等を利用した難防除害虫の安定制御技術の構築

生物多様性指標の活用と植生管理による圃場管理技術の開発 生産環境

　③環境保全型農業及び有機農業の生産システムの確立

　　ｂ．有機農業の成立条件の科学的解明と栽培技術の体系化

有機畑圃場等における病害虫発生抑制および物質循環機構の解明と輪作モデル体系の構
築

畑作

（６）ＩＴやロボット技術等の革新的技術の導入による高度生産・流通管理システムの開発

　　ｄ．ＩＴ等の利用による精密・低コスト大規模農業のための基盤技術開発及び体系化

大規模畑作に対応した省力的作業・作物情報収集技術の開発 畑作

蓄積情報とリアルタイム情報による意思決定・作業支援技術の開発 畑作、水田作

研究課題

担当研究領域大課題
中課題

小課題

抗酸化機能性物質等を活用した繁殖性改善技術の開発 酪農

大規模営農での開発技術の実証 畑作、水田作
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（７）家畜重要疾病、人獣共通感染症等の防除のための技術の開発

　　ｄ．家畜飼養環境における有害要因リスク低減技術の開発

　　　３　農場の微生物汚染低減を目指した日本型家畜飼養管理システムの開発

農場段階でのバイオセキュリティの強化技術開発 酪農

（８）食品の安全性向上及び消費者の信頼確保のための技術の開発

　　ｃ．フードチェーンにおける危害要因の迅速・高精度評価技術及び衛生管理技術の開発

有害化学物質の生成・動態解明および高精度分析技術とリスク低減技術の開発 畑作

２　地球規模の課題に対応した研究開発

（１）地球温暖化に対応した農業技術の開発

　　ａ．土地利用型作物の気候変動対策技術と栽培管理支援システムの開発

　　　３　気象災害リスク低減に向けた栽培管理支援システムの構築

中長期的気象予測データの最適化ダウンスケール技術の開発 生産環境

気候変動条件下での大規模畑作等における影響評価と適応対策技術の開発 生産環境、畑作

気候データと気象-生物応答モデルを活用した栽培管理支援システムの開発 生産環境

農耕地土壌の温室効果ガス排出削減・吸収機能を向上する栽培技術の開発 生産環境、畑作

　　ｃ．畜産由来の温室効果ガス制御技術の高度化と家畜生産の温暖化適応技術の開発

家畜排せつ物管理からの温室効果ガス抑制技術の開発 酪農

（２）国産バイオ燃料・マテリアル生産技術の開発とバイオマスの地域利用システムの構築

　　ａ．セルロース系バイオマス資源作物の作出と低コスト生産技術の開発

エリアンサスおよびススキ類の改良および種苗生産技術開発 酪農、生産環境

新たなバイオマス生産向け植物・作物資源の開発 酪農、生産環境、
寒地作物

エリアンサスおよびススキ類の持続的かつ低コスト栽培技術の開発 酪農、生産環境

　　ｃ．セルロース系バイオマスエタノール変換の高効率・簡易化技術の開発

原料特性に応じたエタノール変換技術の体系化 畑作

　　ｄ．畜産廃棄系バイオマスの処理・利用技術と再生可能エネルギー活用技術の開発

環境負荷物質の発生抑制および回収利用技術の開発 酪農

３　新需要創出のための研究開発

（１）農産物・食品の機能性解明及び機能性に関する信頼性の高い情報の整備・活用のための研究開発

　　ａ．健康機能性に関する成分分析法及び評価法の開発と標準化

農産物・食品の機能性成分分析法の開発・標準化と機能性評価法の開発 畑作

　　ｂ．代謝調節作用に関する健康機能性解明と有効利用技術の開発

高機能性農産物の特性解明と評価・利用技術の開発 畑作

機能性成分の複合計による有効利用技術の開発 畑作

（２）ブランド化に向けた高品質な農産物・食品の開発

　　ａ．周年安定供給が可能な高品質のバレイショ品種及びその管理技術の開発

研究課題

担当研究領域大課題
中課題

小課題

調理適性に優れ品質に特徴のある品種の育成 畑作

油加工適性に優れ生産力の高い品種の育成 畑作

重要病害虫に対する抵抗性の導入と母本の選定 畑作、生産環境
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品質維持による長期貯蔵を可能とする技術開発 畑作

　　ｄ．高付加価値を有する資源作物品種の育成と新規作物の評価・活用

地域の特徴を活かした高品質な安定多収ソバ品種の育成 畑作

６次産業化を支える資源作物の優良品種育成と利用技術の開発 畑作

研究課題

担当研究領域大課題
中課題

小課題

　　ｅ．消費者ニーズの高度分析手法及び農業と食品産業の連携関係の評価・構築方法の開発

高付加値商品開発のための農産物購買・消費行動データ収集・分析システムの開発 水田作

連携効果の定量的評価を通じた農業と食品産業の連携方法の体系化 水田作

※担当研究領域の畑作については、平成26年4月時点での担当
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中課題の成果概要

　北海道農業研究センターが担当している中課題の

うち、北海道農業研究センターが関連する研究内容

の主要なものを掲載している。

１　食料安定供給のための研究開発

（１）地域の条件・資源を活かした高生
産性水田・畑輪作システムの確立

①　新世代水田輪作の基盤技術と低コス
ト生産システムの構築

ｂ．地域の条件に対応した低コスト・高生産
性水田輪作システムの確立と実証

１．作業の高速化による高能率低投入水田輪
作システムの確立

②　土地利用型耕種農業を支える先導的品種
育成と基盤的技術の開発

ａ．米粉等加工用・業務用水稲品種の育成及
び米の未利用成分利用技術の開発

ｃ．次世代高生産性稲開発のための有用遺伝
子導入・発現制御技術の高度化と育種素
材の作出

ｄ．気候区分に対応した用途別高品質・安定
多収小麦品種の育成

ｆ．気候区分に対応した安定多収・良品質大
豆品種の育成と品質制御技術の開発

ｇ．ゲノム情報を活用した麦・大豆の重要形
質制御機構の解明と育種素材の開発

③　業務需要に対応できる高度畑・野菜
輪作農業システムの確立と先導的品
種の育成

ａ．業務需要に対応できる高度畑・野菜作農
業システムの確立

　秋まき小麦の「きたほなみ」の栽培管理において、

栽培指針や可変施肥技術の指標となる茎数等の多点

の測定には労力を要することから、携帯型 NDVI（植

生指数）センサによる生育診断の利用を検討した。

測定値は越冬前から止葉期まで、SPAD（葉緑素量）

× 茎数との間に相関が見られたことから、越冬前

と幼穂形成期までの茎数推定に利用できることを明

らかにした。これにより、越冬前の目標茎数（道央

の指針で、1000 本、葉齢 5.0 ～ 7.5）との比較や、

起生期から幼穂形成期の分肥判断（800 本以下、

800 本～ 1300 本、1300 本以上、主茎葉数 5、草丈

25cm 以下）に利用できる。

　業務用向け多収・耐冷系統「北海 313 号」について、

品種名「雪ごぜん」として品種登録出願を行った（出

願番号 29257）。

　穂ばらみ期耐冷性の強いイネは、耐冷性の弱い

品種と比べて、低温処理後の葯における転移因子

配列の発現変動が小さいことから、これを指標と

して、イネ品種の低温鈍感力（低温に過敏に反応

しない能力）を定量的に評価できることを明らか

にした。

　コムギの低温馴化過程で誘導される WCI16 は強

親水性タンパク質であり、タンパク質保護活性を

持ち、WCI16 を植物中で高発現させることで耐凍性

が向上できることを示した。

　作物の生産効率を高める集約的な植栽様式とし

て千鳥栽培が知られているが、国内にはこれまで

千鳥植えできるポテトプランターがなかったため、

既存のポテトプランターで行える千鳥植え技術を

開発した。今回新たに開発した千鳥器具を市販の

ポテトプランターに装着することで 15cm 幅の千鳥

植えができ、中粒イモを対象とし、作業速度は

4km/h 程度が可能となった。
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ｂ．露地野菜の高品質・安定供給に向けた品
種・系統の育成

④　農業技術の経営的評価と経営管理シ
ステムの確立

ａ．新技術の経営的評価と技術開発の方向及
び課題の提示

ｂ．地域農業を革新する6次産業化ビジネス
モデルの構築

ｃ．新規参入経営支援のための経営管理技術
の開発

（２）自給飼料基盤の拡大・強化による
飼料生産性向上と効率的利用技術
の開発

ａ．低コスト栽培向きの飼料用米品種及び稲
発酵粗飼料用品種の育成

ｂ．水田・飼料畑・草地の高度利用を促進す
る飼料作物品種の育成

　近年需要の高まっている種のないスイカについて

は三倍体の利用が主流であるが、新たな方法として

ユウガオ属植物の花粉をスイカに受粉すると単為結

実し、現在栽培されている二倍体品種を種なしスイ

カに変えることができる技術を開発した。

　生産費から見た北海道放牧酪農経営の特徴につい

て、2011 年牛乳生産費調査個表（北海道）のうち、「搾

乳牛換算 1 頭あたり放牧地利用面積が 10a 以上」か

つ「年間放牧地利用時間が 600 時間以上」の経営体

を「放牧経営」とし、その双方とも無である経営体

を「舎飼経営」として抽出し再集計して、放牧経営

と舎飼経営との比較を行ったところ、北海道の放牧

経営では、飼養頭数が同じ規模層の舎飼経営と比べ

て乳量水準が低く粗収益が低いものの所得には差が

見られなかった。これは、生産資材投入や労働投入

等が少なく、購入費用や償却費用等の経営体あたり

生産費が低くてすむためと考えられ、放牧酪農は北

海道が有する豊富な自給飼料基盤を活用した経営展

開方向の一つとして有効であることを示した。

　大規模飼料生産を目的とした TMR センターの設立

について、経営モデルを構築して分析を行った。飼

料生産面積 600ha で自走式ハーベスタを 2 台所有す

る平均的規模の TMR センターにおいて、TMR 供給頭

数が 1200 頭を下回る場合には圃場分散の程度にか

かわらずコントラクターへ作業委託を行う方が低コ

ストで TMR を生産できることを明らかにした。

　農業者にとっての契約栽培のメリットとしては、

①売上げの安定化、②作付前に売上の見通しがつき、

設備投資・労働力の雇用・資材購入等に関する計画

が立てられる、③高い相場を狙う作型・栽培を考え

ずに収量向上に専念できる、などがあげられるが、

その際 GAP の導入による経営管理の強化が有効であ

ることを確認した。

　新規就農者の受入にあたっては、就農方式に応

じた支援が重要となることから、「手引き編」「ツー

ル・事例編」からなる「新規就農指導支援ガイドブッ

ク」を作成した。独立就農、法人ネットワーク型

就農、第三者継承の三つの就農方式について、そ

れぞれの特徴と支援の要点を解説するほか、計画

作成・診断ソフトや経営管理チェックリストなど

の支援ツール、支援の先進事例もあわせて紹介し、

就農の流れに沿った支援の充実に活用することが

できる。

　水溶性炭水化物（WSC）含量が高く TDN 収量の多

いオーチャードグラス「北海 30 号」を中生品種と

して提案することとした。「北海 30 号」は、すじ

葉枯病に対する耐病性は「ハルジマン」より優れ

るほか、放牧における利用率は「ハルジマン」よ

りやや高く、放牧適性に優れる。

　アカクローバ極早生系統の生産力予備試験では、

単播条播試験の結果から、「ナツユウ」に比べて永

続性に優れる「北育 25 号」を新品種候補系統とし

て選抜した。また、オーチャードグラスとの混播

試験の結果から、混播適性に優れる「北育 23 号」

および「北育 24 号」を有望系統として選定した。

　越冬性に優れるメドウフェスク（MF）の遺伝子

を放牧適性に優れるペレニアルライグラス（PR）

へ移入することによる、越冬性と放牧適性に優れ

た PR型フェストロリウム（FL）の育種素材開発では、

土壌凍結地帯における越冬性から 2 世代の選抜を

行い、6系統を作出した。
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ｃ．土地資源を高度に活用した飼料生産・供
給と通年安定調製給与技術の開発

５．大規模畑作地域における自給濃厚飼料生
産利用技術の開発

６．飼料用米等国産飼料を活用した発酵
TMRの安定調製給与技術と広域流通シ
ステムの確立

ｄ．地域条件を活かした多様な自給飼料多給
型家畜生産及び高付加価値畜産物生産技
術の開発

１．草地の高度活用による低コスト乳生産と
高付加価値乳製品生産技術の開発

（３）家畜の代謝特性に基づく飼養管理
及び家畜の安定供給のための育
種・繁殖技術の開発

ｂ．受精・妊娠機構の解明と調節による雌牛
の繁殖性向上技術の開発

ｄ．家畜の生産効率と健全性の安定的両立を
可能にする飼養管理技術の開発

　これまで国産ナタネ粕は、有害物質であるエル

シン酸、グルコシノレート含量が低いダブルロー

品種由来のものがなく飼料として利用されていな

かったが、国産初のダブルロー品種の搾油粕を肉

用牛肥育に利用する事例があることから、国産ダ

ブルローナタネ粕（DLRM）の泌乳牛用飼料として

の特性を調べた。DLRM は、カノーラ粕より粗脂肪

含量が高く、粗蛋白質含量は低いが、TDN 含量は大

豆粕並に高いことから、飼料中の粗脂肪含量が過

剰にならない飼料設計で大豆粕の代替として泌乳

牛に給与できることを示した。

　牧草サイレージ給与時にイアコーンサイレージ

を圧片トウモロコシの代替として飼料中 15％給与

したところ、乳中揮発性成分のラクトン類が増加

した。このことから、イアコーンサイレージやト

ウモロコシホールクロップサイレージ等給与飼料

由来の発酵トウモロコシ穀実摂取量が牛乳中のラ

クトン類含量に影響していることが示唆された。

ラクトン類は食品の甘味に関与するため、イアコー

ンを国産トウモロコシ飼料として用いる際の指標

や嗜好性評価等に利用できる可能性が示された。

　イアコーン残渣は堆肥化促進効果が高く、麦稈と

同程度の有機物分解促進効果が期待でき、その際の

温室効果ガス排出については、N
2
O の排出低減効果

は認められないものの、水分調整材を混合しない場

合と比較して、メタン排出を有意に削減できること

を明らかにした。

　再生力が旺盛で耐暑性にも優れるオーチャードグ

ラスについて、草高 25cm 程度での短草状態で放牧

専用利用した場合、年間 7 回以上の放牧が可能で嗜

好性に問題はなく、可消化養分総量（TDN 含量）は

70％以上に維持され、乾物収量は 7.5t/ha 以上で、

チモシー草地よりも永続性に優れることが示され

た。

　生研機構で開発した携帯型生育量測定装置を用い

ることにより、現地での簡易な測定のみにより草地

の牧草粗タンパク含量が高い精度で推定でき、得ら

れた値を地理情報システム（GIS）で解析すること

により、草地の粗タンパク含量分布図の作成が可能

となった。これによって、草地内での部分施肥や部

分更新のための有力な情報を得ることができる。

　配合飼料給与量を日平均 4kgDM/ 頭程度に低減し

た乳牛の実乳量（305 日）は、一般牛に比べ初産で

613kg、2 産で 412kg に低下したものの、1 頭あたり

の乳代－配合飼料費は 5－7 万円 / 頭程度一般牛群

よりも多く、経営的に有利である可能性が示された。

　秋期に平均日乳量 35kg の搾乳牛群を飼料自給率

77％で 4 週間連続放牧したところ、食草時間や乳質

等に問題はなく、オーチャードグラス草地の多回刈

りとペレニアルライグラスの混播による収量と TDN

含量の向上が現地実証された。これを踏まえて、草

地の栄養生産性を活用した営農モデルの原型を構築

した。

　初産乳牛は分娩 4 週間前から血漿中ビタミン A や

E 濃度が減少し、分娩後 0 週から 1 週目に最低とな

ることから、分娩後 0 から 1 週において重点的に抗

酸化物質を給与することにより、酸化ストレスを緩

和できる可能性があることを明らかにした。
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ｆ．乳牛の泌乳曲線平準化を核とする省力的
な群管理技術の開発

（４）園芸作物の高収益安定生産システ
ムの開発

②　果樹・茶の持続的高品質安定生産技
術の開発

ｅ．高商品性リンゴ等品種の育成と省力生産
技術の開発

（５）地域特性に応じた環境保全型農業
生産システムの確立

①　土壌生産力の総合的管理による持続
的生産技術の開発

ａ．資源循環を進め化学肥料施用量の削減を
促進する技術の開発

２　寒地畑輪作における根圏の生物機能を活
用したリン酸等養分の有効利用技術の開
発

ｄ．メタボローム解析やエンドファイト利用
による作物の養分循環機能活用生産技術
の開発

②　生物機能等の農薬代替技術を組み込
んだ環境保全型病害虫・雑草防除技
術の開発と体系化

ａ．生物機能等を活用した病害防除技術の開
発とその体系化

ｂ．土着天敵等を利用した難防除害虫の安定
制御技術の構築

　雌牛の繁殖性を改良するため、初回授精受胎率

の遺伝的能力評価法を開発した。評価時に、未経

産から 2 産までの初回授精受胎率の情報に初産 305

日乳量と空胎日数の情報を加えることで初回授精

受胎率の推定育種価の信頼度が向上する。

　泌乳期の進行に伴って分泌量が増加するラクト

フェリンは、支持組織の乳腺線維芽細胞の増殖を

濃度依存的に促進し、乳合成を担う乳腺上皮細胞

の増殖を抑制することで、産乳に対し抑制的に作

用することを明らかにした。乳中ラクトフェリン

濃度を指標とした泌乳曲線の予測および泌乳持続

性を向上させる飼養管理技術の開発のための基礎

データとして活用することができる。

　切り花として需要のあるアルストロメリアにつ

いて種間交雑による品種育成を進め、黄赤色の花

色を持ち生産性に優れる「羊ヶ丘 1 号」、「羊ヶ丘 2

号」を品種登録出願した。

①日本型の高収益施設園芸生産システ
　ムの構築

h. 分子生物学的手法による新形質花きの創出

　ブルーベリー近縁野生種同士の種間交雑で、ア

メリカの二倍体野生種と日本の野生種の間で種子

が得られ、シャシャンボとの交雑では両親の中間

的形態を示す実生が得られた。

　秋小麦の収量レベルが異なる 24 圃場について土

壌生産性の調査を行い、適切な輪作により秋小麦

の収量性が高まること、大きな土塊ができやすい

圃場では収量性が低下すること、水田輪作では特

徴的な細菌相が形成されていることが示された。

　官能評価により、ニンジン品種の香気特性の特

徴づけを行うことができた。また、GC/MS による香

気成分の分析データをもとに、官能特性値と関連

が強い成分を特定することができ、官能評価の予

測に利用できることを明らかにした。

　ナス科対抗植物であるトマト野生種またはハリ

ナスビを休閑緑肥として、初夏に 1kg/10a 播種し

て 60 ～ 80 日間栽培すると、圃場のジャガイモシ

ストセンチュウ密度を 20％以下に低減することが

でき、中密度以下の圃場であれば要防除水準以下

（10 卵 /1g 乾土）になることを明らかにした。

　日本のコムギ縞萎縮ウイルス 14 株の全ゲノム配

列の比較を行い、アミノ酸残基の違いから、RNA1

ゲノムは 3 つ、RNA2 ゲノムは２つの遺伝子型に分

かれることを示し、RNA1 の遺伝子型が各株の病原

型と対応することから、RNA1 に病原型を決定する

因子が存在する可能性を明らかにした。
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（６）ITやロボット技術等の革新的技術
の導入による高度生産・流通管理
システムの開発

ｄ．IT等の利用による精密・低コスト大規模
農業のための基盤技術開発及び体系化

（８）食品の安全性向上及び消費者の信
頼確保のための技術の開発

ｃ．フードチェーンにおける危害要因の迅速・
高精度評価技術及び衛生管理技術の開発

２　地球規模の課題に対応した研究開
発

（１）地球温暖化に対応した農業技術の
開発

ａ．土地利用型作物の気候変動対策技術と栽
培管理支援システムの開発

３　気象災害リスク低減に向けた栽培管理支
援システムの構築

（２）国産バイオ燃料・マテリアル生産
技術の開発とバイオマスの地域利
用システムの構築

ａ．セルロース系バイオマス資源作物の作出
と低コスト生産技術の開発

ｄ．畜産廃棄系バイオマスの処理・利用技術
と再生可能エネルギー活用技術の開発

３　新需要創出のための研究開発

（１）農産物・食品の機能性解明及び機
能性に関する信頼性の高い情報の
整備・活用のための研究開発

　プレパラート標本にしたカブリダニを検鏡し、

胴背毛の配列や長さ、側列毛、腹肛板、周気管、

受精囊をサンプル標本の顕微鏡画像と比較して、

農業に有用なカブリダニの土着 16 種および導入 2

種を簡便に識別する技術を開発した。

　日本の農業スタイルに適合した国産のガイダン

スシステムの開発を目的として、国内メーカーと

共同でハイブリッド GNSS の航法装置を開発した。

この航法装置を用いた自動操舵機能付ガイダンス

システムの圃場走行における特性と性能の評価を

行い、トラクタ往復走行では設定経路からのずれ

は 40cm 以内、RMS20cm と直線精度は高いことを示

した。進入時の目標経路からの横偏差がほぼ 1.5m

以内では速やかに追従したが、2m 以上では蛇行が

見られたことから、さらに改良を進めることとし

た。

　機械類への投資コストを抑えながら農業用 ICT

の利用を可能にする後付けのアダプタコントロー

ラを開発した。これにより、ISOBUS や AG-PORT に

対応していないトラクタを、ISOBUS や AG-PORT に

対応した作業機械やセンサ類に接続して利用する

ことが可能になる。

　日単位で全国の 1km メッシュの積雪深分布を推定

する手法を開発した。農研機構が提供するメッシュ

農業気象データおよびアメダスで観測された積雪深

を組み合わせて、従来の手法よりも高分解能で積雪

深分布を推定することができるので、ムギ類等の越

冬作物などにおいて適切な作業計画を立てるうえで

活用できる。

　SSR 多型解析により 122 点の北海道・青森収集オ

ギの遺伝変異を明らかにした。自生オギススキの種

子親がオギであることが推測された。

　ススキ類（ジャイアントミスカンサス）とガレガ

との混播試験では、春の刈取りとガレガとの競合の

影響が顕著で、収量が対照区の 8～ 26％と大きく

減少することを明らかにした。

　スラリー貯留前の固液分離および曝気処理は、ス

ラリー中の低級脂肪酸（VFA: C2－C5）の蓄積およ

び大腸菌の残存の抑制に効果があり、特に固液分離

と曝気処理を組み合わせた場合には嗅覚閾値の低い

低級脂肪酸（C4－C5）の生成が抑制されることを明

らかにした。
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ａ．健康機能性に関する成分分析法及び評価
法の開発と標準化

ｂ．代謝調節作用に関する健康機能性解明と
有効利用技術の開発

（２）ブランド化に向けた高品質な農産
物・食品の開発

ａ．周年安定供給が可能な高品質のバレイ
ショ品種及びその管理技術の開発

ｄ．高付加価値を有する資源作物品種の育成
と新規作物の評価・活用

　高リン含量の馬鈴薯澱粉にカルシウムイオンを多

く含む水溶液（塩化カルシウム溶液、ミネラルウオー

ター）を加えることによって、カルシウムが強化さ

れ粘度安定性が改良された馬鈴薯澱粉を効率的に製

造する方法を開発した。

　新規形質系統として H26 に有望と判断された「北

海 105 号」は、標準品種の「コナフブキ」と比較し

てでん粉量が多く、精製したでん粉はリン含量が高

いが、離水率が低いという特長を持つほか、ジャガ

イモシストセンチュウに抵抗性を持つことから、新

品種候補として提案する。

　生食用バレイショ品種の低温貯蔵による糖増加の

解析を行い、2℃貯蔵により糖が増加し 270 日後に

は特に「インカのひとみ」、「インカのめざめ」で「キ

タアカリ」の 2 倍量となることを明らかにした。ま

た、「インカのめざめ」において増加した糖量は室

温で減少するが低温に戻すことで出庫時の 8 割程度

まで回復できることを示した。
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１．平成26年度「 成果情報 」

　独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

大課題推進責任者会議において、当該年度の成果

情報として選定されたもののうち、当センター関

係分は次のとおりである。

1）普及成果
(1)　光源をもつ携帯型NDVIセンサによる秋まき 

   小麦「きたほなみ」の茎数推定法

(2)　就農方式別の支援の充実に向けた「新規就農   

　 指導支援ガイドブック」

(3)　国産ダブルローナタネ粕は大豆粕の代替とし  

　 て泌乳牛に給与できる

(4)　乳用雌牛の初回授精受胎率の遺伝的能力を正

　 確に評価する方法

(5)　ナス科対抗植物の短期間栽培によるジャガイ

　 モシストセンチュウ密度低減

(6)　既存のトラクタを最新の共通通信技術に対応

　 させるための後付キット

(7)　寒地黒ボク土における作物残さの一酸化二窒

　 素排出係数と作物の種類の影響

(8)　多収で高リン・低離水率のでん粉を有するば 

　 れいしょ新品種候補「北海105号」

２）研究成果
(1)　アブシジン酸によるイネの細胞周期および生

　 育抑制を解除するサリチル酸の効果

(2)　イネ転移因子マイクロアレイを用いた低温鈍

感力評価法

(3)　新たに同定したイネのアブシジン酸合成に関 

　 わるキサントキシン脱水素酵素遺伝子

(4)　北海道地域で育成されたイネ品種群の遺伝的

　 集団構造

(5)　コムギの新規強親水性天然変性タンパク質　 

　 WCI16は耐凍性を向上させる

(6)　コムギのクラスⅠ，クラスⅡ低温ショックド

　 メインタンパク質は低温応答に関与する

(7)　国内製のポテトプランタに対応した千鳥植え

　 装置

(8)　ユウガオ花粉を利用した種なしスイカの生産

(9)　自給飼料利用型TMRセンターからみたコント

　 ラクターとの連携効果

(10)　生産費からみた北海道放牧酪農経営の収益

　 構造と技術構造の特徴

(11)　雇用型法人経営におけるGAP導入による経営

　 改善効果とその要因

(12)　WSC含量が高くTDN収量の多いオーチャード

　 グラス中生品種「北海30号」

(13)　チモシーの高重合度フルクタンを合成・分

　 解する酵素遺伝子群

(14)　イアコーンサイレージ給与による乳中ラク

　 トン含量の変化

(15)　堆肥化におけるイアコーン茎葉残渣の水分

　 調整材としての特性

(16)　放牧専用利用オーチャードグラス草地の収

　 量、栄養価、永続性

(17)　携帯型生育量測定装置を用いた放牧草の単

　 位面積あたり粗タンパク質量の推定

(18)　初産乳牛の分娩後排卵時期と血漿中抗酸化

　 物質濃度の変化

(19) ラクトフェリンによるウシ乳腺を構成する細 

　 胞の増殖制御

(20) 黄赤色の花色を持つアルストロメリア新品種

　 候補「羊ヶ丘1号」、「羊ヶ丘2号」

(21) ニンジンの香気特性の品種間差異とそれを形

　 成する重要香気成分の特定

(22) 日本のコムギ縞萎縮ウイルスのゲノム配列の

　 多様性

(23) Radio Frequencyタグを用いた農業用クローラ

　 型車両の自動走行システム

(24) 圃場の排水不良は暖候期に野良イモの生存率

　 を低下させる

(25) 全国農地の１kmメッシュ積雪深分布推定モデ

　 ル

(26) 有用脂質含量の高い植物葉部

(27) カルシウムが強化され粘度安定性に優れた馬

　 鈴薯澱粉の製造

(28) 生食用バレイショ品種の低温貯蔵による糖増

　 加特性

－ 23－
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2．新　品　種

平成26年度　品種登録出願
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４．特許・発明等

平成26年度　特許登録（国内）

平成26年度　特許登録（海外）

５．学位取得者

辻 博 之 大規模畑作研究領域上席研究員（中課題推進責任者） 応用生命科学博士



Ⅳ　研究企画・研究評価・研究交流・情報活動



 北海道農業研究センターの円滑な研究推進に資す

るため、平成2 6年1 0 月８ 日( 水)に北海道農業

研究センターの運営等に関する懇談会を開催した。

１）試験研究の企画・運営

（１）懇談会委員

（２）　議　事

１．試験研究の企画、評価、成果の取りまとめ
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(地独)北海道立総合研究機構農業研究本部

本部長（ 中央農業試験場長） 品田　裕二

国土交通省北海道開発局

次長　髙柳　充宏

農林水産省北海道農政事務所

 所長  武石    徹

株式会社北海道新聞社本社編集局

編集委員　久田　徳二

北海道農業協同組合中央会

常務理事　村上　光男

１ ．北海道農業研究センターの組織及び運営の概要

企画管理部長　勝田　眞澄

２ ．平成25年度の主な研究成果

水田作研究領域長　春原　嘉弘

酪農研究領域長　池田　哲也

寒地作物研究領域長　入来　規雄

生産環境研究領域長　山縣　真人

畑作基盤研究領域長　森　  元幸

大規模畑作研究領域長　平藤　雅之

３ ．重点紹介分野： 攻めの農林水産業の実現のため

　　 の革新的技術緊急展開事業

  1）道産米の国際競争力強化と持続的輪作体系の両

　　　 立に向けた実証

水田作研究領域長　春原　嘉弘

　　2）イアコーン等自給濃厚飼料活用型低コスト家畜 

       生産体系の実証

酪農研究領域長　池田　哲也

　　3）寒地畑作地域における省力技術体系とICT活用                             

       を基軸としたスマート農業モデルの実証

畑作基盤研究領域長　森  　元幸

４ ．意見交換



　北海道農業研究センターの中期目標・中期計画の

効率的な推進を図るため、試験研究課題の成績・設

計検討会を各研究領域において開催した。また、北

海道農業試験会議（成績会議） 提出課題の検討は

別途先行して実施している。

２）試験研究課題の評価

（１）北海道農業試験会議（成績会議）提出
課題の検討会

（２）成績・設計検討会

① 検討会の開催月日および出席者数

　寒地作物研究領域   　　　　：  1月18日・ 9名

　水田作研究領域　   　　　　：  1月25日・11名

　酪農研究領域     　　　　　：  1月25日・34名

　生産環境研究領域 　　　　　： 11月28日・25名

　畑作基盤研究領域 　　　　　： 12月１日・36名

　大規模畑作研究領域　　　　 ： 12月１日・36名
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１ ．北海道農業研究センターの組織及び運営の概要

企画管理部長　勝田　眞澄

２ ．平成25年度の主な研究成果

水田作研究領域長　春原　嘉弘

酪農研究領域長　池田　哲也

寒地作物研究領域長　入来　規雄

生産環境研究領域長　山縣　真人

畑作基盤研究領域長　森　  元幸

大規模畑作研究領域長　平藤　雅之

３ ．重点紹介分野： 攻めの農林水産業の実現のため

　　 の革新的技術緊急展開事業

  1）道産米の国際競争力強化と持続的輪作体系の両

　　　 立に向けた実証

水田作研究領域長　春原　嘉弘

　　2）イアコーン等自給濃厚飼料活用型低コスト家畜 

       生産体系の実証

酪農研究領域長　池田　哲也

　　3）寒地畑作地域における省力技術体系とICT活用                             

       を基軸としたスマート農業モデルの実証

畑作基盤研究領域長　森  　元幸

４ ．意見交換

① 検討会の開催月日および出席者数

　生産環境研究領域 　　　： 12月８日・32名

　水田作研究領域 　　　： 12月15日・27名

　畑作基盤研究領域 　　　： 12月15日・49名

　大規模畑作研究領域 　　　： 12月15日・52名

　寒地作物研究領域 　　　： 12月17日・21名

　酪農研究領域　 　 ： 12月18､19日・54名



３）研究課題等一覧（再委託課題を除く）
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１）国内関係

３．研修ならびに技術協力
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２）海外関係
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１）図書資料関係

平成26年度収書数

平成26年度蔵書数

４．情報活動

２）　刊行物関係

北海道農業研究センター研究報告第203号    平成26年10月  　　  650 部

北海道農業研究センター研究資料第71号    平成27年 2月  　　  625 部

北海道農研ニュース 第44号      平成26年 6月  　　1,050 部

北海道農研ニュース 第45号      平成26年 9月  　　1,000 部

北海道農研ニュース 第46号      平成27年 1月  　　1,000 部

北海道農研ニュース 第47号      平成27年 3月  　　1,000 部
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３)　広報関係
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（1）北農研公開デー

　今年も、「北農研公開デー－のぞいてみよう！農業研究－」をテーマとして開催し、近隣居住者、広く一般
の方々を対象として1293名にご来場いただき、北海道農業研究センターで楽しい１日を体験いただきまし
た。
　今年は内容を一新し、従来の展示や講演に替えて試食、体験を中心に行いました。
試食では、「ゆめちから」のパンやダッタンソバ茶試飲、「北瑞穂」の米粉麺・バウムクーヘンを堪能いただ
きました。また、牛乳の飲み比べも人気が高く放牧牛乳の美味しさを理解いただけたようです。体験では、
外部に講師をお願いした羊毛で作る携帯ストラップ作り体験の人気が高く、ブロッコリーからDNAを抽出
する実験、お米の籾すり精米体験、ほうれんそうやにんじんから色素を分離する体験、稲の葉の面積を測定
する体験、自分の息で風速計を回し、風力を測定する風速体験など楽しい体験が目白押しでどの体験も来
場者で埋め尽くされていました。例年人気の高い説明員による解説しながら所内を巡る見学バスツアーも
好評でした。昨年に続き、酪農学園大学の学生さん112名には、北海道農業研究センターの最新の酪農研究
成果を学んでもらいました。

（２）サイエンスカフェ

　農研機構 北海道農業研究センターは、9月13日（土）そらち炭鉱(やま)の記憶マネジメントセンター（岩
見沢市）において、第12回サイエンスカフェ「クラークの丘から」を開催しました。
今回は、北海道空知総合振興局の後援により、「北海道のぶどうが変わる？！―地球温暖化がワインを変え
る？―」をテーマに参加された35名の方々にぶどう・ワインづくりの生産者と農業気象の研究者が、現在
進行している気候変動に適応したぶどう・ワインづくりへ向け、どのように挑戦していくのか語り合いま
した。
　内容は、生産者の山崎太地さんが、北海道では栽培が難しいとされていたぶどう品種「ピノノワール」を
北海道で初めて栽培し、ワイン醸造に成功したお話や農業気象の研究者である廣田知良上席研究員が近年
の北海道の気候変動とぶどう栽培との関わりについてお話をしました。
　ワインの試飲では、栽培年による味わいの違いを参加された方々に体験いただき、大変好評でした。
農研機構 北海道農業研究センターでは、今後もサイエンスカフェを通して市民の皆様へ、研究成果を分か
りやすく発信して参ります。

（３）カラフルポテト料理教室

　農研機構 北海道農業研究センターは、11月5日（水）、札幌エルプラザにてカラフルポテト料理教室を開
催しました。料理教室では、「はるか」、「インカのめざめ」、「ノーザンルビー」、「シャドークイーン」の4種類
のじゃがいもを使いましたが、カラフルポテトを初めて調理する参加者も多かったようで、カラフルな
じゃがいもに驚く場面も見られたものの、食べ比べでは真剣な表情でそれぞれの味わいを確認していまし
た。
　小笠原登志子先生のデモンストレーションが始まると、先生の楽しいトークで会場は明るい雰囲気に包
まれました。調理実習中、また教室が終了した後も、じゃがいもについて沢山の質問が寄せられ、食材に対
する高い関心が伺えました。
　今回は定員30名を大きく超える340名以上のご応募をいただきました。今後も様々な方法で、研究成果を
分かりやすく発信していきたいと考えております。
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（４）平成26年度北海道地域マッチングフォーラム

　農研機構 北海道農業研究センターは、平成26年12月4日（木）に、農林水産省農林水産技術会議事務局と
共催により「業務用、加工用水稲新品種と研究開発の新たな展開」をテーマとして平成26年度北海道地域
マッチングフォーラムをKKRホテル札幌において開催しました。フォーラムには、生産者、普及指導員、行政
担当者、研究者、民間企業、一般消費者など125名の皆様にご参加いただきました。
フォーラムでは、話題提供として、加工用で多収の高アミロース米新品種「北瑞穂」、中食・外食向け多収の
米新品種「そらゆき（空育180号）」の紹介、米飯、米粉等の柔らかさを保持できる水稲品種の開発状況、北海
道米の業務用適性の評価、及び北海道の業務用米・加工用米の実需者ニーズと生産・販売戦略に関する講
演に加え、休憩時間を利用して「そらゆき」を使用した牛丼の試食を行いました。パネルディスカッション
では、参加いただいた方々からの質問を交えて活発な討議がなされ、今後の普及に大きな期待の高まる
フォーラムとなりました。

（５）チカホ・クラシックLIVE満天きらり応援スペシャル

　農研機構 北海道農業研究センターは、12月15日（月）にダッタンソバ品種「満天きらり」を広くPRするた
め、札幌駅前地下歩行空間で開催される人気イベント「チカホ・クラシックLIVE」に参加しました。ライブ
前のスペシャルトークでは、「満天きらり」をテーマとして、品種開発の背景にとどまらず、音楽の話題を交
えながら、さらに和菓子職人が実際に使ってみた素材の特徴など、ゲストが様々な立場からコメントし、大
きな盛り上がりを見せました。今回は、クラシックLIVEとのコラボレーションという新たな形で「満天きら
り」をPRすることができました。
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４）報道機関への対応
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Ⅴ　諸　会　議



（１）本会議企画部会

（２）試験研究推進部会

水田・園芸作部会

畑作部会

１．北海道農業試験研究推進会議
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　推進会議は、北海道農業研究センターが、地方独立行政法人北海道立総合研究機構やそのほかの農業関係

試験研究機関及び普及組織を含む行政部局等の協力を得て、北海道地域の農業に関する研究戦略をはじめと

する事項を検討することを目的として開催する。

開催日時：平成 26 年 10 月 20 日（月）10:00 ～ 11:30

１）平成 26 年度北海道農業試験研究推進会議の進め方について

２）平成 26 年度北海道農業試験研究推進会議「重点検討事項」について

３）研究ニーズや技術的課題に対する競争的資金獲得方策について

　以上の議題により、今年度の重点検討事項を「北海道農業の将来像を支える農業研究開発の新たな方向性」

とすることなどについて説明、報告、検討がなされ、了承された。なお、当会議は、「北海道行政研究連携会

議」と同日に開催された。これは共通の出席者が多い両会議を有機的に連携させ、効果的な研究推進に資す

るためである。

開催日時：平成 27 年 2 月 4 日（水）13:10 ～ 17:00

１）水田・園芸作分野における地域農業研究ならびに地域問題解決のための総括的検討

検討課題「地下水位制御圃場の利用について考える」

２）今年度重要研究問題に関する重点検討事項の検討

検討課題「農家人口減少下での地域農業と農村社会の将来像から見た技術開発の方向性」

３）機関間で連携を要する課題および研究成果の紹介

４）競争的研究資金獲得に向けたプロジェクト研究素材および現場ニーズに基づく技術的課題の検討

５）その他

開催日時：平成 27 年 2 月 6 日（金）13:10 ～ 17:00

１）畑作分野における地域農業研究ならびに地域問題解決のための総括的検討

検討課題「北海道におけるスマート農業の展開」

２）今年度重要研究問題に関する重点検討事項の検討

検討課題「北海道の畑作農業を支える農業研究の新たな方向性」

３）機関間で連携を要する課題および研究成果の紹介

４）競争的研究資金獲得に向けたプロジェクト研究素材および現場ニーズに基づく技術的課題の検討

５）その他



畜産草地部会

生産環境部会

生物工学部会
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開催日時：平成 27 年 1 月 30 日（金）13:10 ～ 17:00

１）畜産草地分野における地域農業研究ならびに地域問題解決のための総括的検討

検討課題「北海道における家畜衛生研究の現状と課題」

２）今年度重要研究問題に関する重点検討事項の検討

検討課題「北海道畜産を支える新たな畜産研究開発」

３）機関間で連携を要する課題および研究成果の紹介

４）競争的研究資金獲得に向けたプロジェクト研究素材および現場ニーズに基づく技術的課題の検討

５）その他

開催日時：平成 27 年 2 月 5 日（木）13:10 ～ 17:00

１）生産環境分野における地域農業研究ならびに地域問題解決のための総括的検討

検討課題「環境予知に基づく作物栽培技術の高度化」

２）今年度重要研究問題に関する重点検討事項の検討

検討課題「生産環境研究における中長期戦略」

３）機関間で連携を要する課題および研究成果の紹介

４）事業等競争的研究資金獲得に向けたプロジェクト研究素材および現場ニーズに基づく技術的課題の検討

５）その他

開催日時：平成 27 年 2 月 2 日（月）13:10 ～ 17:15

１）生物工学分野における地域農業研究ならびに地域問題解決のための総括的検討

検討課題「遺伝子組換え作物研究に対する北海道における現状」

２）今年度重要研究問題に関する重点検討事項の検討

検討課題「作物開発研究における生物工学の成果とＮＢＴへの期待」

３）機関間で連携を要する課題および研究成果の紹介

４）競争的研究資金獲得に向けたプロジェクト研究素材および現場ニーズに基づく技術的課題の検討　

５）その他



（３）本会議
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開催日時：平成 27 年 3 月 17 日（火）13:15 ～ 17:00

１）情勢報告

２）重点検討事項「北海道農業の将来像を支える農業研究開発の新たな方向性」

　　　北海道農業の将来予測

　　　各部会からの方向性の提示

　　　道総研ならびに農研機構の研究の方向性

３）総合討論

４）その他

以上の議題を踏まえ、情勢報告、各推進部会における論議の報告、および今年度の重点検討事項に関する 4 名

の講演とそれらに関する論議等が行われた。
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１）第１回連絡協議会

２）第２回連絡協議会

２．北海道農業研究センター・道総研農業研究本部連絡協議会
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開催年月日：平成 26 年 5 月 28 日（水）

場所：北海道立総合研究機構農業研究本部中央農業試験場

議題：

＜北農研＞

① 26 年度の北農研業務推進体制について

② 26 年度における道総研と北農研の研究連携について

③ 革新的技術緊急展開事業について

＜道総研農研本部＞

① 北農研と連携、共同参画している課題

② 平成 26 年度北海道農業試験会議（新規課題検討会議）の開催について

③ 平成 26 年度の主な日程

開催年月日：平成 26 年 10 月 30 日（木）

場所：北海道農業研究センター

議題：

＜北農研＞

① 諸会議の日程

② 各種行事について

＜道総研農研本部＞

① 平成 27 年度開始の新規課題概要（経常研究）について

② 平成 26 年度北海道農業試験会議（成績会議）開催日程

④ 平成 26 年度下半期の主な予定



 

３．北海道食の安全及び食品表示監視等に関する協議会
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４．研究会・検討会等

開催年月日：平成 26 年 4 月 21 日

場　所：北海道農政事務所

議　題：

 （１）議事概要の確認について

  ・前回（３月 24 日）議事概要の確認

 （２）情報交換

  ・情報回付の概要報告

  ・その他関連情報

 （３）その他

会　議　名 年月日 開催場所 議 　　題
参加
人数

実績なし



Ⅵ　総　　　務



１．機　　　構

１）機構図（平成 27年３月 31日現在）
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２．人　　　事

１）現在員（平成27年３月31日現在）
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２）研　修
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３）表　彰
（１）永年勤続表彰者（農業・食品産業技術総合研究機構職員表彰規程による表彰）  

【30年】

【20年】
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門 脇  光 一    所 長

猪 俣  雄 司    企 画 管 理 部 主 任 研 究 員

佐 藤  　 豪    企 画 管 理 部 業 務 推 進 室 運 営 チ ー ム 主 査

中 司  啓 二    畑 作 研 究 領 域 上 席 研 究 員

花 島 　 　 大   酪 農 研 究 領 域 主 任 研 究 員

髙 篠 　 賢 二   生 産 環 境 研 究 領 域 主 任 研 究 員

田 中 　 大 樹   研 究 支 援 セ ン タ ー 業 務 第 １ 科

髙 倉 　 朋 宏   研 究 支 援 セ ン タ ー 業 務 第 ３ 科



（２）その他表彰
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３．会　　　計

１）予　算

平成26年度予算の概要

－ 113－



２）資産管理
　（１） 固定資産（土地・建物等）
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４．行　　　事
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５．視察者・見学者数
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Ⅶ　羊ヶ丘の気象



１．羊ヶ丘の気象

年報2014年半旬気象表
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